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第６回常滑市水道料金及び
下水道使用料審議会
（水道料金第２回）

令和８年９月９日（水）13時30分から
常滑市役所会議室Ｂ

建設部水道課

1

（２）前回の審議内容
〜振り返りと補足〜

・常滑市水道事業ビジョン2030（水道事業経営戦略）
・経営状況と今後の見通し
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常滑市水道事業ビジョン2030（水道事業経営戦略）

3

補足資料

令和２年度 常滑市水道事業ビジョン2030 を策定
令和８年度 中間見直しを実施
令和８年６月 協議会
令和８年８月 パブリックコメントの実施
令和８年９月 公表

水道事業ビジョンで掲げた基本理念

〜安全でおいしい水を次代につなぐ〜
基本方針
《安全》いつでも、どこでも、おいしい水を飲むことができる水道
《強靱》被災を最小限にとどめるしなやかな水道
《持続》健全かつ安定的な事業運営が可能な水道

重点的な投資 《安全》《強靱》
⇒災害時重要給水施設までの管路耐震化と応急給水栓の設置

項目 令和元年度末 令和７年度末 令和12年度末
（目標値）

重要給水施設
管路更新事業

・
基幹管路
更新事業

重要給水施設の数 25施設 25施設 25施設

応急給水栓の数 6箇所 18箇所 25箇所

重要給水施設への管路耐震化率 70.7％ 76.8％ 89.3％

※市内基幹管路(配水本管)の耐震化率 45.4％ 48.1％ 56.3％

4

補足資料
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令和６年能登半島地震の被害状況

5

補足資料

※石川県ホームページより

令和６年５月末
石川県内全市町村で断水解消
（断水期間約５カ月）

6

補足資料

資産の計画的更新 《安全》《強靱》
⇒主要な配水場と小規模な配水場及びポンプ場施設等の計画的な更新

項目 内容

施設更新事業

①熊野配水場 流入弁、配水弁、薬注・水質監視等の機械・電気設備の更新、進入道路の整備

②大曽ポンプ場 配水ポンプ等の機械・電気設備の更新

③御林ポンプ場 送水ポンプ、自家発等の機械・電気・計装設備の更新

老朽管更新事業 老朽化した配水支管について、管路の更新、耐震化事業を実施

管路廃止事業 基幹管路において、バイパス管路を整備したことによって不要となった管路を廃止

配水支管更新事業 配水支管について、他事業の実施に合わせた更新
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資産の計画的更新⇒
主要な配水場と小規模な配水場及びポンプ場施設
等の計画的な更新

施設概要（配水場）

施設名称 所在地 建築年 地盤高 1日最大給水量 給水区域
久米配水場 久米字砂刈地内 平成21年 65.00ｍ 10,200m3/日 市北部

中央配水場 金山字金色地内 平成16年 60.00ｍ 18,400m3/日 市中央部

熊野配水場 西阿野字鳶ヶ巣地内
昭和50年 52.50ｍ

8,000m3/日 市南部
昭和44年 51.00ｍ

御林配水場 久米字御林地内 昭和60年 75.00ｍ 1,000m3/日 久米工業団地
大谷配水場 大谷字猿喰地内 平成２年 47.00ｍ 800m3/日 大谷工業団周辺
桧原配水場 桧原字三郎谷地内 平成10年 78.15ｍ 302m3/日 桧原地区一部

施設概要（ポンプ場）
施設名称 所在地 建築年 地盤高 1日最大給水量 給水区域

御林ポンプ場 久米字御林地内 昭和60年 39.40ｍ 1,000m3/日 御林配水場

大谷ポンプ場 大谷字坂森知内 平成２年 17.00ｍ 800m3/日 大谷配水場

桧原ポンプ場 桧原字三郎谷地内 平成10年 33.78ｍ 302m3/日 桧原配水場

青海山ポンプ場 青海町4丁目地内 平成18年 24.00ｍ 321m3/日 青海山北汐見坂高区

前天神ポンプ場 矢田字谷海道地内 平成９年 31.18ｍ 11m3/日 前天神矢田上之山地区
多屋ポンプ場 多屋字茨廻間地内 平成５年 20.50ｍ 152m3/日 多屋団地セラモール周辺
飛香台ポンプ場 字蛇廻間地内 平成20年 31.00ｍ 2,374m3/日 飛香台高区
大曽ポンプ場 字堕星地内 昭和53年 34.50ｍ 609m3/日 大曽町高坂地区

りんく
う病院
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補足資料

①

①

③

②

③

②

8

補足資料

水道管路更新計画図

凡例：計画管路（R8年度以降）

紫太線：基幹管路整備路線
緑太線：重要給水施設配水管整備路線

黄太線：耐震基幹管路
青太線：耐震配水支管
赤太線：非耐震基幹管路
桃太線：非耐震配水支管
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重点的な投資＆資産の計画的更新
〜スケジュール〜

項目
年度

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
重要給水施設
管路更新事業

基幹管路更新事業

施設更新事業

老朽管更新事業
管路廃止事業

配水支管更新事業

9

補足資料

計画実績

50,380 
151,247 

89,904 
33,254 

85,015 
23,100 

101,059 

127,054 
155,311 

105,848 
99,630 

121,000 
276,425 

346,618 371,864 386,789 78,200 

219,126 
135,821 57,004 

126,788 
133,731 

24,981 
20,438 

137,039 

261,584 
212,172 

179,045 
164,934 82,500 

83,655 84,575 

85,506 
86,446 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

千円

年度

事業費実績及び推計

重要給水施設管路更新事業 基幹管路更新事業 施設更新事業 老朽管更新事業 管路廃止事業 配水支管更新事業

これらを進めるために必要な事業費

600,023
648,105

567,014579,206

304,800
349,579318,147

477,825
564,866

288,478

10

補足資料

総額

※試算には物価上昇として内閣府の中長期の経済財政に関する試算（令和8年1月22日に経済
財政諮問会議に提出されたもの）の消費者物価上昇率を反映しています。
（R9年度 1.4％、R10~R12 1.1％）
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財源の確保 《持続》

・重点的な投資、資産の計画的更新のための投資費用
・災害等で一時的に収入が見込めない状況に備えるための資金確保
⇒収益的支出から減価償却費を差し引いた、概ね１年分約10.5億円の運転
資金確保

項目 令和元年度 令和７年度 令和12年度
（目標値）

資金残高（千円） 1,400,000 850,000 1,050,000

11

補足資料

経営状況と今後の見通し

・水道事業会計の仕組み
・財政シミュレーション①
・水道管路、施設について
・財政シミュレーション②
・資金残高について

12

振り返り資料
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補填

水道事業会計の仕組み

収益的収支 資本的収支

収入 支出 収入 支出

営業収益

給水収益等
（料金収入）

営業費用

受水費等

減価償却費

営業外収益
営業外費用

純利益

企 業 債 企業債償還金

補助金・負担金

建設改良費
収支不足額

内部留保資金

水道水を供給する経費とその財源 水道施設を整備するための経費とその財源

その他収益

その他費用

13

収益的収支 資本的収支

収入 支出 収入 支出

給料

生活費

パート収入
営業外費用

黒字

ローン借入 ローンの返済

仕送りなど

家の改修費用
不足分

貯金

臨時収入

★一般家庭に置き換えると★（詳細には異なる部分もあります）

貯金取り崩し

振り返り資料

• 令和７年度と比較し純利益が減少する見込みです。
• 経営努力については、民間委託による人件費削減、お客様サービス向上のためのスマー

トフォンアプリ決済の導入を行ってきました。今後は広域連携の推進やDX技術の活用に
よる費用削減、業務効率化を目指します。

• 給水収益の増加を見込んでいるものの、支出で物価上昇率を考慮すると現行の料金体系
では利益が減少していく見込みです。

財政シミュレーション①（内閣府の物価上昇率1.1％を反映）

〜収益的収支の見通し〜

14

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
収入合計 1,570,548 1,425,898 1,476,553 1,455,042 1,475,194 1,517,419 1,502,920 1,549,415 1,528,178 1,537,066 1,550,306 1,565,183

支出合計 1,311,018 1,269,856 1,260,878 1,256,993 1,309,489 1,294,289 1,319,535 1,408,562 1,435,906 1,438,067 1,467,973 1,472,895

当年度利益 259,530 156,042 215,675 198,049 165,705 223,130 183,385 140,853 92,272 98,999 82,333 92,288

1,570,548 
1,425,898 1,476,553 1,455,042 1,475,194 1,517,419 1,502,920 1,549,415 1,528,178 1,537,066 1,550,306 1,565,183 

1,311,018 1,269,856 1,260,878 1,256,993 1,309,489 1,294,289 1,319,535 
1,408,562 1,435,906 1,438,067 1,467,973 1,472,895 

259,530 

156,042 

215,675 
198,049 

165,705 

223,130 

183,385 

140,853 
92,272 98,999 82,333 92,288 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

（千円）（千円）

収入合計 支出合計 当年度利益

予測実績

振り返り資料
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配水本管 配水支管

水道管路、施設について
• 管路の経年化状況（配水管総延長）

法定耐用年（40年）で更新：対象管路
240.0㎞

更新基準（60年）で更新：対象管路
76.3㎞

更新基準の1.2倍（72年）で
更新：対象管路3.8㎞

15

補足資料
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ＶＰ ダクタイル 鋼管 耐震管 ＳＵＳ

• 管路の経年化状況（配水本管）

法定耐用年（40年）で更新：対象管路32.6㎞

更新基準（60年）で更新：対象管路16.2㎞

更新基準の1.2倍（72年）
で更新：対象管路0㎞

16

水道管路、施設について
補足資料
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• 管路の経年化状況（配水支管）

法定耐用年（40年）で更新：対象管路207.4㎞

更新基準（60年）で更新：対象管路60.1㎞

更新基準の1.2倍（72年）で
更新：対象管路3.8㎞

17

水道管路、施設について
補足資料

施設状況
・配水場６棟
➡配水場６棟耐震化済み

熊野配水場の機械電気設備等の更新を計画（R12までに実施）

・ポンプ場８棟
➡ポンプ場８棟耐震化済み

ポンプ区域内の配水圧力を調査し加圧区域の適正化実施済み
大曽ポンプ場、御林ポンプ場の機械電気設備の更新を計画（R12までに実施）

水道管路、施設について

18

補足資料
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• 物価上昇等が予想されますが、計画に沿って工事を進めていきます。
• 収支不足額の規模は令和８年度以降5億円から６億円を見込んでいます。
• 収支不足額は内部留保（資金残高）の取り崩しで対応します。

財政シミュレーション②（内閣府の物価上昇率1.1％を反映）
〜資本的収支の見通し〜

19

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
収入合計 125,796 137,102 92,737 107,477 106,929 97,326 91,327 179,291 207,840 135,340 169,540 183,140

支出合計 628,203 798,896 546,152 734,779 706,329 441,098 540,844 698,335 716,570 695,037 775,164 727,967

収支不足額 (502,407) (661,794) (453,415) (627,302) (599,400) (343,772) (449,517) (519,044) (508,730) (559,697) (605,624) (544,827)

125,796 137,102 
92,737 107,477 106,929 97,326 91,327 

179,291 207,840 
135,340 169,540 183,140 

628,203 

798,896 

546,152 

734,779 706,329 

441,098 

540,844 

698,335 716,570 695,037 
775,164 

727,967 
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収入合計 支出合計 収支不足額

予測実績

振り返り資料

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
資金残高 1,407,606 1,120,208 1,109,420 933,932 757,980 873,330 854,269 752,109 622,103 442,384 222,311 68,779

1,407,606 

1,120,208 1,109,420 

933,932 

757,980 
873,330 854,269 

752,109 
622,103 

442,384 

222,311 
68,779 

0
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1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

（千円）

・P14とP19を反映すると資金残高は令和12年度末に約７千万円まで落ち込む予測となります。
・令和13年度以降に施設更新、管路の耐震化を行った場合に収支不足額を補填することできなくなります。
・また、災害時に水道事業運営の継続するため必要な資金（Ｐ10で説明した目標値10.5億）に対し大幅に不足し
ます。

資金残高について

20

予測実績

振り返り資料
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まとめ
・水道事業は水道料金収入で事業運営している
・水道事業ビジョン2030には基本方針として《安全》《強靭》《持続》を掲げている

・水道管路は老朽化対策として管路の更新、強靭な水道のために耐震化が必要
・施設の老朽化対策として、機械電気設備の更新が必要
・災害時にも水道事業運営の継続するための資金確保が必要

・給水収益の増収を見込んでいるが、維持管理費なども増加するため、純利益は減少していく
見込みである

・工事費は物価上昇が見込まれるが、安全で強靭な水道のためには計画的に進める必要がある
・資金残高が減少しており、令和12年度末には約7千万円にまで落込む見込みである

・令和12年度以降に施設更新、管路の耐震化に取り組む資金が足りない
・資金がないため災害時に水道事業運営の継続ができない

21

振り返り資料

（３）水道料金改定の検討手順

水道料金体系の検討
総括原価の分解・配賦、料金体系の設定、料金表の検討

料金水準の算定
現行の水道料金、水道料金算定の基本的な考え方、総括原価の算定

財政シミュレーション
今後の財政見通し

給水需要の予測
有収水量、料金収入等の予測

第１回審議会内容

第２回審議会内容

第３回以降の審議会内容

22
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（４）料金水準の算定

・現行の水道料金について
・料金改定に対する市の考え方の経緯
・水道料金算定の基本的な考え方
・総括原価の算定等

23

現行の水道料金について
基
本
料
金

水道料金（メーター口径別）

口径（㎜） 13 20 25 40 50 75 100 150 200 250 300
金額（円） 400 910 1,510 3,330 8,680 20,900 41,300 76,300 163,000 294,000 477,000

水
量
料
金

水道料金（使用水量別）

使用水量 〜10㎥ 11~20㎥ 21~30㎥ 31~50㎥ 51~5,000㎥ 5,001~20,000㎥ 20,001㎥~

一般用（円） 79 107 155 207 247 248 256

臨時用（円） 595

（１ヵ月・税抜き）

24

• 基本料金と水量料金で構成される２部使用料制
• 水量料金は、水の使用量が多くなればなるほど単価が高くなる逓増方式

（ていぞうほうしき）

基本使用料 超過使用料 合計

400円 1,860円： 0〜10㎥ 10㎥× 79円＝ 790円
：11〜20㎥ 10㎥×107円＝1,070円 2,260円※

計算例：口径13㎜で1ヵ月に20㎥使用の場合
※実際の請求は２カ月毎のため、１回あた
り4,520円（2,260円×2カ月分）となります。
（消費税別）
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料金改定に対する市の考え方の経緯

時期 状況 考え方、認識

令和元年度以前
料金回収率は124％。
（全国類似団体平均は103％）

適切な料金水準であり改定は
不要と認識。

コロナ禍
（令和２年度）

大口使用者の水需要激減に伴い料金回収率が
112％に低下。（全国類似団体平均は100％）

景気悪化局面であり、改定は
不要と認識。

令和７年度
県営水道の受水費の２段階値上げをうけ、値
上げ分と同額の水道料金改定を実施。

県営水道料金値上げ分は
100％使用料へ転嫁。

令和８年度

常滑市水道事業ビジョン2030中間見直しを実
施し、当初よりも物価高騰等により工事費用
等が増加している。
このままでは令和12年度末には資金残高が著
しく減少し、今後の事業に支障をきたす。

令和12年に資金残高が７千万
円に減少するため、料金改定
による収入の確保（災害時で
も１年分の運転資金10.5億
円）が必要。

25

水道料金算定の基本

水道料金は、水道法に基づき、給水サービスの対価として、できるだけ低廉かつ公平で、
地域住民の要求する給水需要が量質ともに充足できるよう適正に定められなければなら
ない

水道料金算定要領には・・・

水 道 料 金 算 定 要 領より

26

事業の能率的経営を前提とする原価が基礎と
なっていること

総括原価は、将来にわたり健全な運営
を確保することができる資産維持費が

算入されていること

料金負担の公平の見地から、各使用者
の料金は個別原価に基づき算定されて

いるものであること

適正な水道料金
を決めるには
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総括原価の算定
総括原価の算定とは、一定の期間を設定し将来にかけて水道事業運営に必要となる費用の

総額を算出すること
一定の期間を料金算定期間と呼び、将来の３〜５年ごとに費用の総額を算出する
総括原価は営業費用と資本費用の合計額であり、料金収入と一致する

営業費用 資本費用 総括原価

27

水道料金収入

既存の水道施設を維持
管理していくために必

要とされる費用
（事業計画や社会情勢

を考慮し算定）

給水サービス水準の
維持向上及び施設実
体維持のための原資
（支払利息と資産維

持費の合計額）

総括原価の算定

資本費用とは・・・
支払利息と資産維持費で構成される

・支払利息は企業債や一時借入金の利息
⇒常滑市水道事業では企業債利息が該当

・資産維持費は水道施設の建設、改良、再構築等に必要な費用
計算式：資産維持費＝対象資産×資産維持率（※1）

※1 資産維持率は今後の更新、再構築を円滑に推進し永続的な給水サービスの提供を確保できる
水準として３％を標準とし、各水道事業者の中長期的な施設整備・更新計画及び財政計画等
に照らし適正な水準となるよう決定するもの（水道料金算定要領より）

28
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総括原価の算定

• 総括原価算定の案（料金算定期間はR10〜R12の３年間）

1.資金残高目標達成のみ＝約48億2,000万円
⇒R10〜R12で9.8億円の運転資金確保が可能。
（目標の運転資金確保（10.5億円）達成）

資産維持率は1.5％で試算。

2.水道料金算定要領の基準＝約52億6,000万円
⇒ R10〜R12で14億円の運転資金確保が可能。
（目標の運転資金確保（10.5億円）達成+α）

資産維持率は3.0％で試算。

29

2028年 2029年 2030年
合計令和１０年 令和１１年 令和１２年

計画 計画 計画

総括原価

営業費用 1,427,320 1,458,005 1,463,669 4,348,994

内訳

受水費 589,789 592,387 595,092 1,777,268
委託料 109,168 110,368 111,583 331,119
修繕費 94,345 96,471 98,644 289,460
減価償却費 514,720 536,114 532,214 1,583,048
資産減耗費 10,050 10,050 10,050 30,150
その他 109,248 112,615 116,086 337,949

資本費用 155,517 154,738 153,996 464,251

内訳 支払利息 8,590 7,811 7,069 23,470
資産維持費 146,927 146,927 146,927 440,781

計 1,582,837 1,612,743 1,617,665 4,813,245

総括原価の算定（1.資金残高目標達成のみ）
（千円）

令和10年から令和12年までの３年間を料金算定期間として算定
総括原価は約48億2,000万円

30
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不足額の算定（1.資金残高目標達成のみ）
（千円）

2028年 2029年 2030年
合計令和１０年 令和１１年 令和１２年

計画 計画 計画
営業収益 給水収益 1,234,417 1,248,503 1,263,067 3,745,987

その他営業収益 28,420 28,420 28,420 85,260
合計 1,262,837 1,276,923 1,291,487 3,831,247

総収益は、3年間は38億3,000万円の見込み
収支は、３年間で約9億9,000万円不足する（単年あたり3億3,000万円）

2028年 2029年 2030年
合計令和１０年 令和１１年 令和１２年

計画 計画 計画
総括原価 営業費用 1,427,320 1,458,005 1,463,669 4,348,994

資本費用 155,517 154,738 153,996 464,251
計 1,582,837 1,612,743 1,617,665 4,813,245

2028年 2029年 2030年
合計令和１０年 令和１１年 令和１２年

計画 計画 計画
不足額 △320,000 △335,820 △326,178 △981,998

31

不足額の算定（1.資金残高目標達成のみ）

不足額を賄うには
水道料金収入を
26.2%以上増加させ
る必要がある

支出

営業費用

【人件費、受水費
修繕費、動力費

減価償却費など】

43億4,899万円

資本費用
4億6,425万円

収入

水道料金

37億4,599万円

その他営業収益
8,526万円

水道料金不足額
9億8,199万円

32
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改定率による一般家庭への影響金額（目安）

条件 現行料金

平均改定率
26.2％

⇒⇒⇒⇒⇒⇒

試算後（差額）
口径13㎜
２カ月に20㎥使用
(税抜き)

2,380円 3,003円 （623円）

口径13㎜
２カ月に40㎥使用
(税抜き)

4,520円 5,704円（1,184円）

１請求あたり約620円〜約1,180円の増加のため・・
１年換算（６請求）で約3,720円〜約7,080円の負担増となります。

33

総括原価の算定（2.水道料金算定要領の基準）
（千円）

2028年 2029年 2030年
合計令和１０年 令和１１年 令和１２年

計画 計画 計画

総括原価

営業費用 1,427,320 1,458,005 1,463,669 4,348,994

内訳

受水費 589,789 592,387 595,092 1,777,268
委託料 109,168 110,368 111,583 331,119
修繕費 94,345 96,471 98,644 289,460
減価償却費 514,720 536,114 532,214 1,583,048
資産減耗費 10,050 10,050 10,050 30,150
その他 109,248 112,615 116,086 337,949

資本費用 302,844 302,065 301,323 906,232

内訳 支払利息 8,590 7,811 7,069 23,470
資産維持費 294,254 294,254 294,254 882,762

計 1,730,164 1,760,070 1,764,992 5,255,226

令和10年から令和12年までの３年間を料金算定期間として算定
総括原価は約52億6,000万円

34
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不足額の算定（2.水道料金算定要領の基準） （千円）

2028年 2029年 2030年
合計令和１０年 令和１１年 令和１２年

計画 計画 計画
総括原価 営業費用 1,427,320 1,458,005 1,463,669 4,348,994

資本費用 302,844 302,065 301,323 906,232
計 1,730,164 1,760,070 1,764,992 5,255,226

総収益は、3年間で38億3,000万円の見込み
収支は、３年間で約14億2,000万円不足する（単年あたり4億7,000万円）

2028年 2029年 2030年
合計令和１０年 令和１１年 令和１２年

計画 計画 計画
営業収益 給水収益 1,234,417 1,248,503 1,263,067 3,745,987

その他営業収益 28,420 28,420 28,420 85,260
合計 1,262,837 1,276,923 1,291,487 3,831,247

2028年 2029年 2030年
合計令和１０年 令和１１年 令和１２年

計画 計画 計画
不足額 △467,327 △483,147 △473,505 △1,423,979

35

不足額の算定（2.水道料金算定要領の基準）

不足額を賄うには
水道料金収入を

38.0%以上増加させ
る必要がある

収入

水道料金

37億4,599万円

その他営業収益 8,526万円

水道料金不足額
14億2,397万円

支出

営業費用

【人件費、受水費
修繕費、動力費

減価償却費など】

43億4,899万円

資本費用

9億623万円
36
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改定率による一般家庭への影響金額（目安）

条件 現行料金

平均改定率
38.0％

⇒⇒⇒⇒⇒⇒

試算後（差額）
口径13㎜
２カ月に20㎥使用
(税抜き)

2,380円 3,284円 （904円）

口径13㎜
２カ月に40㎥使用
(税抜き)

4,520円 6,237円（1,717円）

１請求あたり約900円〜1,700円の増加のため・・・
１年換算（６請求）で5,400円〜10,200円の負担増となります。

37

★ご審議をお願いします

38

総括原価算定の案（料金算定期間はR10〜R12の３年間）

1.資金残高目標達成のみ＝約48億2,000万円
⇒R10〜R12で9.8億円の運転資金確保が可能。
（目標の運転資金確保（10.5億円）達成）

資産維持率は1.5％で試算。
➡26.2％の料金改定

2.水道料金算定要領の基準＝約52億6,000万円
⇒ R10〜R12で14億円の運転資金確保が可能。
（目標の運転資金確保（10.5億円）達成+α）

資産維持率は3.0％で試算。
➡38.0％の料金改定
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（５）まとめ

・水道料金は水道料金算定要領に基づいて算定
・総括原価には、経費の増加分だけでなく、令和12年度を目
標とした管路の耐震化工事費や施設更新費等も加算するこ
とで適正な料金が算定される

・耐震化工事などを計画どおり実施し、災害時でも概ね1年間
の事業運営を継続させるための資金確保（10.5億円）には、
令和10年度からR12年までで26.2％以上の改定が必要

39

次回審議会内容
日時：令和8年11月6日 13：30〜
場所：市役所１階 会議室B
内容：水道料金体系の検討

（総括原価の分解・配賦、料金体系の設定、料金表の検討）

40
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石川県の耐震状況

41

補足資料

※国土交通省ホームページより

市町村等

重要施設に接続する水道管路等の耐震化状況 急所施設の耐震化状況
給水区域内かつ下水道処理区域内における

重要施設に接続されている配水管 配水池

対象管路延長
（km）

対象管路のうち、耐震適合管延長
（耐震管含む）

（km）
対象管路のうち、耐震管延長

（km）
耐震化率

（耐震適合率）
（％）

耐震管率
（％）

有効容量
（m3）

耐震化有効容量
（m3）

耐震化率
（％）

石川県 金沢市 173.1 103.7 85.8 60% 50% 120,399 94,710 79%
石川県 小松市 40.5 7.8 7.2 19% 18% 33,483 8,730 26%
石川県 輪島市 2.0 1.0 1.0 50% 50% 4,498 4,498 100%
石川県 七尾市 35.0 0.0 0.0 0% 0% 21,328 14,044 66%
石川県 加賀市 9.5 4.3 3.0 45% 32% 22,979 11,300 49%
石川県 穴水町 8.4 2.1 2.1 25% 25% 4,123 3,495 85%
石川県 津幡町 32.5 6.6 6.6 20% 20% 13,623 5,076 37%
石川県 珠洲市 1.6 1.4 1.4 90% 90% 5,840 2,074 36%
石川県 羽咋市 40.5 9.0 9.0 22% 22% 6,286 5,360 85%
石川県 野々市市 31.0 29.0 24.0 94% 77% 14,200 14,200 100%
石川県 内灘町 25.0 5.0 5.0 20% 20% 6,924 5,478 79%
石川県 志賀町 8.7 3.5 2.8 40% 32% 9,636 4,204 44%
石川県 かほく市 23.4 13.1 5.0 56% 21% 11,260 10,681 95%
石川県 能美市 22.0 9.5 9.5 43% 43% 22,541 11,730 52%
石川県 能登町 5.0 0.0 0.0 1% 1% 8,357 0 0%
石川県 宝達志水町 19.2 3.4 2.4 18% 12% 4,744 137 3%
石川県 中能登町 6.4 6.4 6.4 100% 100% 6,675 6,675 100%
石川県 白山市 1.7 1.2 0.9 71% 51% 22,377 10,664 48%

令和６年３月末時点

追加

a b
基本料金 調定件数(件)

φ13 ○○○ ******* *******
φ20 △△△ ******* *******
φ25 □□□ ******* *******

5,422,060,754
配分率
36.00% a b

水量料金 使用水量(㎥)
配分率 1〜20㎥ ○○○ ******* *******
64.00% 21〜40㎥ △△△ ******* *******

41〜60㎥ □□□ ******* *******

15,272,827,620合計

・
・
・

6,088,015,413円

口径
区分

水量
区分

a×b

a×b

合計

変動費 ・
・
・

・
・
・

・
・
・

14,351,751,583円 5,166,939,376円

水道料金へ配分 水量料金
9,184,812,207円 15,272,827,620円

量水器関係費
59,516,378円

固定費 準備料金へ配分

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

総括原価 需要家費 検針・集金関係費 準備料金
20,694,888,373円 255,121,378円 195,605,000円 5,422,060,754円

【水道料金算定要領とは】
・水道料金の全国的な算定基準

１ 料金総収入額＝総括原価

需要者相互間の負担の公平性

総括原価を分解、配分、配賦

するための基準２

総括原価＝料金収入

配分分解

配賦 42
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【総括原価の分解と配分の基準】

【需要家費】

全額を準備料金に配分

【変動費】

全額を水量料金に配分

【固定費】

任意の割合を準備料金

に配分し、残りを水量

料金に配分

43


